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序     文 

 

 

スリランカ国では、就学率や識字率といった指標は男女の格差なく比較的高いことが知られてい

るが、遠隔地における全国統一試験の合格率が他の地域と比較して低く、都市部との地域間格差の

存在が問題となっている。また、全国的に文科系科目の合格率が 70%～80%と高い一方で理数科目
の合格率が 40%～50%と低い状況にあることから、理数科教育の質が大きな問題となっていること
が認識されている。 
 

このため同国政府は、州教育局・地区教育事務所や州立学校の運営の改善と理数科教育の質の向

上にかかる支援を我が国に対し、要請してきた。 
 

これを受けて独立行政法人国際協力機構（JICA）は、2005年 7月に事前評価調査団を派遣し、ス
リランカ国政府および関係機関との間で、協力計画の策定に係る協議を行った。本報告書は、プロ

ジェクトの要請背景および案件形成の経過と概略を取りまとめたものであり、今後のプロジェクト

の実施にあたって活用されることを願うものである。 
 

ここに、本調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続

き一層のご支援をお願いする次第である。 
 

2005年 10月 
 

独立行政法人 国際協力機構 

スリランカ事務所 

所長 植嶋 卓巳 
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第１章 事前評価調査団の概要 

 

１－１ 派遣の経緯と目的 

スリランカ国（以下、スリランカ）における人間開発指標は高く、平均寿命は 72歳と中所得国並
みの水準を保っている。教育セクターにおいても成人識字率は男女格差なく 92%と比較的高い。一
方、「教育の質」に目を向けると、スリランカの全国統一試験の結果から国語や歴史、社会科などの

文科系科目の合格率が 70%～80%と高い一方で、理数科系科目の合格率が 40%～50%と低く、近年
その数字がさらに悪化する傾向にある。我が国は 2002年から約 3年間、開発調査「初中等理数科分
野教育マスタープラン」（以下開発調査）を実施してきた。これは当初、初中等教育における理数科

の教育強化を対象としたものであったが、問題を探ってみたところ教科だけの問題ではなく、非効

率的な学校運営に問題が潜んでいるという点に辿り着いた。例えば多くの学校では教師のモチベー

ションが低いこと、教師に自信がなく新しい教授法を実践できないこと1、学校に対する親やコミュ

ニティの関心が低く協力が少ないことなど、教育環境そのものに問題があり、学校が子ども達にと

って楽しい場所ではなく、学習への興味が薄れる要因となっていることが判明した。他方、いくつ

かの学校では親やコミュニティの積極的な参加を得て学校を運営しているところもあり、このよう

な学校は総じて学業成績もよい傾向にあった。 
このため開発調査では、理数科支援に加えて、全国から 25校をパイロット校として選定し、学校

運営強化を目的としたパイロットプロジェクトを実施した。パイロットプロジェクトではまず親や

コミュニティの学校への関心を高め、学校でどのような授業が行われているのか、子ども達がどの

ような教育を受けているのかを知り、子ども達にとってより良い教育環境をつくるには何をすれば

いいのかを校長や教員とともに考え、学校の運営に参加できるよう、学校委員会を組織した。そし

て、この委員会で学校の運営改善に係る計画を作成し実施するという活動を行った。具体的な活動

内容としては、日本企業が世界市場での競争力を得た主要な成功要因のひとつである「改善活動」

からアイデアを得た 5S運動、提案制度の導入や、授業参観の実施、理数科教室の開設、理数科モデ
ル実験の開発、100 マス計算の実施などを学校の提案に基づいて行った。このようなパイロットプロジ
ェクトの結果、学校に対する親の満足度が高まり、親の学校への支援が強化された。教師のモチベ

ーションも高まり、副教材の活用などで教授法の改善も見られた。さらに 25校すべての学校におい
て子供たちの出席率も上がり、学習意欲の高まりも確認され、試験の結果も向上するという成果が

見られた。また、パイロットプロジェクト終了後もパイロット校における活動は自発的に継続され、

パイロットプロジェクトの効果を聞きつけたパイロット校の周辺校でも改善活動を取り入れたいと

いう声があがり、周辺校にも徐々に拡大しつつある。このような波及効果は学校主体の改善活動が

持続性や自立発展性を有していることを示している。 
スリランカ教育省もこうしたパイロットプロジェクトの成果を高く評価しており、開発調査で効

果の実証されたパイロットプロジェクトの規模を拡大し、学校主体の学校運営を促進する取り組み

を通して、教育の質向上、教育の地域間格差を是正したい考えである。但し開発調査では日本から

                                                        
1 特に理数科については双方向教育(activity-based and interactive teaching and learning)を導入する方針を教育省が打ち
出しているにもかかわらず、教師はその実践の方法がわからず、旧態依然として教科書に書かれていることをな
ぞるだけの授業に終始しているのが現状である。結果的に子ども達は暗記中心の授業に学習意欲がそがれ、理数
科に対する関心が低くなる傾向にあることが開発調査のアンケート結果から読み取られた。 
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の調査団が教育省や国立教育研究所（NIE）のカウンターパートとともに直接学校に対して指導・モ
ニタリングを行ったため、州やゾーンレベルの地方教育行政官の関与は限定されていた。今後この

ような学校主体の教育改善活動を全国展開していくためには、地方教育行政官自身が学校主体で行

うべき教育改善活動を理解し、学校での活動を適切にモニタリングし、評価を行い、さらにその結

果を現場にフィードバックできるようにならなくてはならない。さらに、既存の行政システムを活

用してこの活動を普及していくための制度構築も必要である。 
かかる経緯のもと、スリランカは、地方行政官の能力向上を含む学校主体の教育改善活動を普及

するための持続的な行政システムの確立を目的とする技術協力プロジェクトの実施を我が国に対し

要請してきた。 
この要請を受け、プロジェクトの詳細につき先方関係機関と協議の上合意することを目的として

本調査団を派遣した。具体的な派遣目的は以下のとおりである。 

（１）プロジェクト関係者を対象に PCMワークショップを開催し、関係機関と協議した上で、具体
的な PDM、PO（案）を作成し合意する。 

（２）プロジェクト対象地域の基礎教育行政の実施体制ならびに学校・コミュニティの現状と課題

を確認し、プロジェクトの妥当性を詳細に検討する。 

（３）プロジェクト実施にあたり、先方およびわが方の役割分担、費用分担を明確にし、合意する。 
 
１－２ 調査団の構成 

担当分野 所 属 先 氏  名 

団長・総括 JICA人間開発部 第一グループ グループ長 萱島 信子 

研修計画 JICA人間開発部 第一グループ 基礎教育第一チーム 職員 岩崎 理恵 

プロジェクト 
効果分析 

株式会社 かいはつマネジメント・コンサルティング 
コンサルタント 

田村 智子 

 
１－３ 派遣日程 

詳細日程は付属資料のとおり。 
2005年 6月 29日 ～ 2005年 8月 19日（田村団員） 
2005年 7月 18日 ～ 2005年 7月 29日（岩崎） 
2005年 7月 23日 ～ 2005年 7月 29日（萱島団長） 
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No. 日付 時間 萱島団長 岩崎 田村団員
6月30日
～

7月17日

現地調査（Jaffna、Ampara、
Trincomalee、Kurunagala）

7月18日 東京→コロンボ (UL461)
13:20発 -  22:25着  Wellawaya　のゾーン教育事務所訪問

7月19日

7月20日

9:00 Bandarawela ＺＥＯ訪問
10：30 Bandarawela　ワラスバッテ
校　　視察　　教員、子ども、保護
者（地域コミュニティ）とのミー
ティング
14：00　ウバ州教育省訪問
15:00 ウバ州教育局訪問

14時まで同行、以降コロンボに向けて
移動

7月21日 コロンボに移動
PDM修正 調査取りまとめ

7月22日 PDM修正、研修計画策定

1 7月23日
東京→コロンボ
(UL455)
13:20発 -  19:20着

ドキュメント作成、資料整理

2 7月24日 10:00

3 7月25日

9:30
11：30
13：45
16：30

4

5

6 7月27日

9:00
10:30

15:30

7 7月28日
9:30
14:00
16:30

8 7月29日

9:00
10:00

16:00
23:50

9 7月30日 調査継続
7月31日
8月1日
8月2日

8月19日 調査取りまとめ、報告

9：30
16:00 財務省External Resource Department 協議

Kurunegala ゾーン教育事務所
小学校視察（開発調査パイロット優秀校Maliadeva Balika Vidyalaya校）
　　　　　　　(プロジェクト対象予定校Ketawala Kamishta Vidyalaya校）
Teachers' Center 視察
コロンボに移動

コンサルタントからの調査報告（スリランカ事務所にて）
国立教育研究所訪問
日本大使館表敬
JBIC協議
教育省表敬

～

対象3州（北西部州、北東部州、ウバ
州）、州政府及び州教育省、州教育局
を訪問、協議

日本大使館にてODAタスクフォースへの報告
世界銀行打ち合わせ
教育省とミニッツ案、PDM案、PO案について最終協議、署名
Finance Commission
教育省署名
事務所報告、今後のスケジュール確認
財務省ＥＲＤミニッツ署名
帰国（UL454）

7月26日

6:00  Bandarawella に出発
9：00-16：00　PCM workshop

11:50　東京着

調査日程

プロジェクト計画ワークショップ、協議

 

 
１－４ 主要面談者 

（１）教育行政機関 
● スリランカ教育省 

Mr.P.Dias Amarsinghe, Additional Secretary of Ministry of Education (Policy Planning & Performance 
Review) 
Ms. Priyatha Nanayakkara, Acting Director of Education, Science & Mathematics Branch, Ministry of 
Education 
● スリランカ財務省 Department of External Resources 

Ms. R.V. Nanayakkara, Additional Director General, Department of External Resources, Ministry of 
Finance 
Mr. MPDUK Mapa Pathirana, Director, Department of External Resources, MOF 
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Ms. Ayesha Heffiarachichi, Research Assistant, Department of External Resources. MOF 
● Finance Commission 

Mr. Asoka S. Gunawardena, Chairman, Finance Commission 

● 国立教育研究所（National Institute of Education） 
Mr.Lal H.Wijesingha, Director, Science Mathematics, and Health & Physical Education, NIE 

● ウバ州教育省, Uva Provincial Ministry of Education 
Mr. B.M.Dharmadasa, Secretary, Ministry of Education 

● ウバ州教育局, Uva Provincial Department of Education 
Mr.R.M.Tilakaratne  Deputy Director of Education (Planning) 
Mr.H.S.Yapa, Assistant Director of Education (English) 
Mr.A.M. Karunapala, Assistant Director of Education (Math) 
Mr.W.M.Muthubanda, Assisatant Director of Education (Science) 
Mr.S.M.S. Liyonaqc, Assisatant Director of Education 
● バンダラウェッラゾーン教育事務所, Bandarawella Zonal Education Office 

Mr. D.M.G. Dissahayahb, Director of ZEO Bandarawella  
Mr. Salgado, Additional Director of Education of ZEO Bandarawella 
● 北西部州クルネーガラゾーン教育事務所, Kurunegala Zonal Education Office 

Ms. R.A.S.P. Rathnasekas, Director of Education, Kurunegala Zonal Education Office 
Mr. A.M. Joyatathna Banda, Deputy Director of Education, Kurunegala ZEO 

 
（２）小学校 
● ウバ州バンダラウェッラゾーン 

Welasbeddha校（T2校）校長 
● 北西部州クルネーガラゾーン 

Maliadeva Balika Vidyalaya（1AB校）校長 
Ketawala Kamishta Vidyalaya （T2校）校長 

 
（３）他ドナー 

● JBIC 
コロンボ主席駐在員   金子  篤 
● The World Bank 

Mr. Harsha Aturupane, Senior Economist The Word Bank 
 
（４）在スリランカ日本大使館 
宮原 勇治   一等書記官 

 
（５）スリランカ事務所 
植嶋 卓巳   所長 
小林 秀弥   所員 
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第２章 調査結果の概要 

 

２－１ プロジェクト実施の基本的枠組み 
 

２－１－１ プロジェクトの基本的枠組み 
プロジェクトの基本的枠組みについては、対象地域の概況調査（詳細については別添 6「対象地域
概要」を参照のこと）を踏まえ、スリランカ関係者と協議の上、以下のとおり合意した。 
 

（１）プロジェクト名称 
（英）“Project for Improving School Management to Enhance Quality of Education with Special Reference to 

Science and Mathematics” 
（和）学校運営改善プロジェクト 
スリランカ教育省と協議した結果、プロジェクト名称に理数科教育強化を明記したいというスリ

ランカ教育省の強い意向から、英名には“Improving School Management”に“Special Reference to 

Science and Mathematics”という表現を加えることとし、和名については「学校運営改善プロジェク
ト」とした。 
 

（２）協力期間 

本年 10月から 3年間、2008年 12月 31日までを予定 
 
（３）対象地域 

州 ゾーン 

ジャフナ 北東部州（紛争被害地域） 
トリンコマリー 

北西部州（モデル州として） クルネーガラ 

バンダラウェッラ ウバ州（Estate、プランテーシ
ョン農業地域） ウェッラワヤ 

 
3州（北東部、北西部、ウバ）の中の、5ゾーン（ジャフナ、トリンコマリー、クルネーガラ、バ
ンダラウェッラ、ウェッラワヤ）を対象地域とした。 
この地域の選定については、次の3点を基準としスリランカ教育省との協議に基づいて決定した。 
１）他地域に比して教育指標が低く、スリランカ教育省より支援が求められていること 
２）また開発調査のパイロット事業を行ったパイロット校の中でも優秀な学校を擁する地域である

こと 
３）州政府に近接している 
 
（４）プロジェクトの目的 
対象ゾーン内において学校運営改善活動を実施するための持続的な制度を定着させる。 
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（５）成果 
成果 1 対象ゾーン教育事務所に改善活動が導入され実施される。 
成果 2 ZEO2の支援により対象校で学校運営・管理に関わる教育改善活動が導入・実施される。 
成果 3 ZEOの支援により対象校で理数科に関わる教育改善活動が導入・実践される。 
 

（６）活動 
プロジェクトの主な活動は以下のとおり。 

 

成果 1 の活動 
1. ベースライン調査を実施する 

2. 対象ゾーン事務所に ZEIKA3を設立する 
3. ZEOに教育改善活動の導入の仕方に関するセミナーを開催する（5S、提案制度、効率的なファイ
リングシステム、情報共有システムなど） 

4. ZEOに対し、教育改善活動の実施に関するセミナーを実施する（計画策定、モニタリング、評価、

会計管理などの方法について） 
5. ZEO が改善活動の実践を見学できるようパイロット校4、病院、工場などへの訪問の機会を設け

る 

6. ZEOの教育改善活動の実施計画を立てる 
7. 実施計画を実行する 
8. 実施計画の評価を定期的に実施する 
9. エンドライン調査を実施する 
 
成果 2 の活動 
1 対象校を選定する 
2 対象校のベースライン調査を行う 
3 ZEOに対し、学校での教育改善活動の導入方法についての研修を行う 
4 ZEOに対し、学校での教育改善活動の運営方法（プロポーザル承認、モニタリング、評価、会計
管理など）に関する研修を行う 

5 JICAチームとゾーン内のパイロット校の支援を受けながら、ZEOは 2006年度対象校（各ゾーン
10校）に 教育改善活動を導入し、モニタリング・評価を行う。 

6 ZEO は 2006 年度の対象校の協力のもとに、2007 年度の対象校（各ゾーン 20 校）に教育改善活
動を導入し、モニタリング・評価を行う 

7 対象校の協力のもと、ゾーン内の非対象校に教育改善活動を導入する計画を策定する 
8 対象校の経験を共有するためのワークショップを開催する 
9 対象校でエンドライン調査を実施する 
 

                                            
2 Zonal Education Officeゾーン教育事務所の略 
3 Zonal Educational Initiative of Kaizen Activities の略 
4 開発調査で実施されたパイロットプロジェクト対象校 
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成果 3 の活動 
1 開発調査で開発された理数科のコンテンツや既存の教授法や教材をレビューし評価する 
2 NIE5、州教育局（PDE6）や ZEO 教科担当課長、初等・理数科教育主事（ISA7）の協力のもと、

フィールド調査を実施し 1-9年生の理数科教育に関するニーズを分析する 
3 NIE、PDEや ZEO教科担当課長、ISAの協力のもと、上記「1」で評価されたものを整理改良し、
「理数科教育改善サンプル集」8を作成する 

4 サンプル集を導入するため対象ゾーンの ISAに研修を実施する 
5 ISAはサンプル集を対象校に導入する 
6 対象校に理数科の QE9サークルを設立する 
7 理数科の QEサークルはプロポーザルを作成する 
8 ZEOは JICAチームと ISAsの協力のもと、理数科の教育改善活動を 2006年度対象校（各ゾーン

10校）に導入・モニタリング・評価する 
9 ZEOは 1年度対象校と ISAsの協力のもと、理数科の教育改善活動を 2007年度対象校（各ゾーン

20校）に導入・モニタリング・評価する 
10 ZEO は ISA や教員と共同で理数科教育の質の改善に関わる経験を共有するためのワークショッ

プを定期的に開催する 
 

                                            
5 National Institute of Education、国立教育研究所の略 
6 Provincial Department of Education、州教育局 
7 In-service Advisor、指導主事の略 
8 本サンプル集は教師が教室ですぐ使えるような理数科の教材を集めたカタログ（モデル実験や、100マス計算の方
法も含む）のようなものであり、教授法などのマニュアルを指すものではない。 

9 Quality Educationの略、教育改善活動の小集団の名称 
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（７）実施体制 
① 中央教育省から学校レベルまでの実施体制について 
本プロジェクト実施体制は次に示す実施体制図のとおり合意した。 

 
プロジェクト実施体制図

　改善活動のサポート

　　　理数科のインプット

報告のレビュー
全国への普及計画 　　　報告
検討

　理数科のニーズ分析をもとに
　補助教材の開発、既存の教材
　ラインアップを整理。

　　行政官に対する 「理数科教育改善
　　計画策定、 　　　　サンプル集の作成」
　　モニタリング・評価　　
　　予算管理等の研修実施

報告のレビュー
州レベルの普及計画 　　　報告
検討、予算措置 　　　改善活動の実施

学校運営改善活動指導、 計画策定、プロポーザル提出
計画策定指導 改善活動の実施、報告
モニタリング・評価
プロポーザルの承認
予算管理指導

理数科強化の
　　　プロポーザルが上がった際の
　　　理数科教育強化支援
 ex.モデル実験の普及、百マス計算等

理数科教育強化メンバー
・ＮＩＥ（国立教育研究所）の理数科担
当（開発調査C/Pでモデル実験開発担当者
が望ましい）
・理数科担当指導主事(ISA)代表数名
・理数科担当地方行政官

SEIKA(School Education Initiative for
Kaizen Actitivities)
・学校長
・教員
・子ども
・コミュニティ代表　　等

NEIKA(National Education Initiative of
Kaizen Activities)
・教育省次官補（統括マネージャー）
・教育省行政官数名
・国立教育研究所（NIE)・所長
・Finance Commission代表
・JICA専門家チーム　　等
・ゾーン事務所長

PEIKA(Provincial Education Initiative of
Kaizen Activities)
・州教育局長
・州教育局行政官
　（教育計画及び教科担当）
・ZEIKA代表　　　　　等

【想定専門分野】
総括/学校運営

教育改善活動、理数科、評価分析等

州教育省(PME) 州教育局（PDE)、対象3州

ZEIKA(Zonal Education Initiative of Kaizen Activities)
・ゾーン教育事務所長
・ゾーン教育事務所行政官数名
・指導主事（ISA）
・SEIKA代表　　　　　　　　　　　　等

ゾーン教育事務所(ZEO)、地区教育事務所(DEO)、
対象5ゾーン

学校、対象150校程度

理数科強化委員会

理数科担当指導主事（ISA)
理数科担当地方教育行政官

ゾーン教育事務所、地区教育事務所

教育省＆日本専門家チーム
ローカルコンサルタント
ファシリテーター

教育省

技
術
支
援

＊「改善活動」：学校主体の効率的・効果的な運営、また、より学校の受益者（子ども達や地域社会）のニーズに即した運営を実
施するために、校長、教員、保護者、地域の代表などから構成する学校委員会を設置し、右委員会で学校の運営に関し改善すべき
点を自ら考え、計画をプロポーザルとしてゾーン教育事務所に提出し、審査を通ったものを実施する活動である。例えば、学校レ
ベルでの５Ｓ（整理、整頓、清掃、清潔、しつけ）運動の導入、提案システムの導入、授業参観の実施、理数科学習室の開設、100
マス計算の導入などを行う。
（５Ｓ運動や提案システムは、日本企業が世界市場での競争力を獲得した主要な成功要因のひとつして知られる「改善活動」から
アイデアを得ており、全員参加による継続的な改良努力を指す。）

 
・教育省、日本人専門家、ローカルコンサルント等を含むプロジェクトチームをアドバイザリー機

関とし、実質的な活動実施は下部組織であるゾーン教育事務所を中心とする。 
・中央教育省レベルから学校レベルまでを垂直のシステムでつなぎ、各レベルで教育改善活動のた

めの委員会を設置し、情報共有と事業調整のためのメカニズムを作る。中央教育省レベルでは

NEIKA（National Educational Initiative of Kaizen Activities）を設置し、スリランカ教育省を中心とし
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て NIE（National Institute of Education，国立教育研究所）教官等の中央プロジェクト関係者を召集
し、下部組織からの計画、報告を承認する。また国レベルでの判断を要する事項の検討を行い、

将来的なプロジェクト活動の他地域、ひいては全国への普及を計画する役割を担う。州レベルで

は PEIKA（Provincial Educational Initiative of Kaizen Activities）を設置し、州教育省、州教育局を中
心に州レベルの関係者を招集し、下部組織からの計画、報告を承認し、州レベルでの判断を要す

る事項、州内他ゾーンへの普及などについて検討を行う。特に州の教育予算は州政府が裁量権を

持つため、プロジェクト必要経費のうちスリランカで負担する部分についての予算確保は PEIKA
が重要な役割を担う。ゾーンレベルでは ZEIKA（Zonal Education Initiative of Kaizen Activities）を
設置し、ゾーンでの改善活動の計画策定、学校レベルから提出される計画、報告の承認など、ゾー

ン内の活動について主導的な役割を担う。学校レベルでは SEIKA（School Education Initiative of 
Kaizen Activities）を設置し、学校開発計画の策定、プロポーザルの提出、活動報告書の取りまと

めなど学校レベルで実施される教育改善活動の主体となる。 
 
② ゾーン内の実施体制（対象校選定、モニタリング体制）について 
ゾーン内の対象校選定やゾーン行政官による教育改善活動モニタリング体制などについてはゾー

ン毎の特性を鑑み、原則的に各ゾーンがイニシアティブを持って決定することとした。ただし、対

象校選定に当たってはプロジェクトの目的やモニタリングの利便性なども考え、次に述べる基準に

ついてはすべての対象ゾーンで考慮することとした。 

・国立校は除外すること 
・Nabodaya校（特別指定校）は除外すること 
・1ABタイプ10校は除外すること 
・1Cタイプ校は各ディビジョン 1校以下とすること 
・タイプ 2、3校を優先的に対象とすること 
・対象校選定に当たってはモニタリングのしやすさを考慮すること 
 
（８）投入 
＜日本側投入＞ 
日本人専門家（総括/学校運営、教育改善活動、理数科教育、評価分析ほか） 
現地コンサルタント（コーディネータとして各ゾーンに一人） 
本邦（第三国）研修 10名程度 
対象ゾーンおよび学校改善活動費 
セミナー、ワークショップ、研修の開催費用 
機材（車両） 
＜スリランカ側投入＞ 
カウンターパート 
プロジェクトオフィス（コロンボおよび 5ゾーン） 

                                            
10 スリランカの学校は 4タイプにわかれる。①タイプ 3（grade1~5の初等教育のみ）、②タイプ 2（grade1~11の初中
等教育を含む）、③タイプ 1C（grade13まであるが Aレベルの理数科コースを含まない）、そして④タイプ 1AB
（grade13まであり、Aレベルの理数科コースを含む）がある。A (Advanced)レベルとは grade12,13を指し、それ
に対し Oレベルもあり、O（Ordinary）レベルは grade10, 11を指す。 
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カウンターパート主導で行う研修経費 
セミナー、ワークショップ、研修への参加旅費及び活動モニタリング旅費 
2008年度の対象校活動経費 

 
２－１－２ プロジェクト計画ワークショップ 
２－１－１のプロジェクトデザイン策定に当たっては、各州、各対象ゾーンを訪問の上、協議し、

かつスリランカ関係者（教育省行政官、対象州政府行政官、対象ゾーン教育行政官、財務省、ファイ

ナンスコミッション、ユニセフ）を一同に集め、協力案を提示した上で意見交換を行い、ファイナ

ライズした。意見交換では、スリランカ関係者より以下のような提案がなされ、プロジェクトデザ

インに反映された。（なお、詳細は付属資料 6 コンサルタント詳細報告 3.PCM ワークショップ結果
を参照のこと。） 

 

【実施体制について】 
・ゾーン教育事務所を巻き込んでプロジェクトが実施されるのは望ましい。 
・理数科教育の質改善の要となる ISA（指導主事）の人数が十分にないゾーンもあるので、プロジェ

クト開始前に各ゾーンに規定数に従って、初等、理科、算数の ISA が配置されるよう州教育局が
確認すべきである。 

 

【対象校選定について】 
・対象校選定に当たっては、タイプ 2、タイプ 3校を優先させることで概ねよいが、タイプ 1C校に
ついても地域の事情（地方部）に合わせて対象としたい。 
・多民族性を配慮し、各地域 1校はタミル語を使う学校を対象とすべきである。 
 
【予算費用について】 
・モニタリングの費用について、プロジェクトのために頻度が多くなるのであれば、モニタリング

のための追加的な予算が必要となるので、州教育局を通し、州政府と相談する必要がある。 
・モニタリングについては費用面だけでなく、交通の便が極めて悪い地域などでは交通手段も不足

しており、そのような地域の対象校に対して、どのようにモニタリングを実施するかを検討する

必要がある。 
 
２－２ 5項目による事業事前評価 
本案件の事前評価結果は、プロジェクトサイクルマネージメント（PCM）手法に基づき、以下の

5項目の観点から検証され、実施の適切性が確認された。 
 
（１）妥当性 
スリランカは教育開発を優先課題として位置づけ、教育改革を推進しており、全国の学校に School 

Based Management：学校主体の学校運営の導入（SBM）を奨励し、学校主体の学校運営を教育の質
向上、教育の地域間格差是正の一手段として打ち出している。本プロジェクトの学校改善活動は、

この方針の具体的実践方法を示すものであり、SBM推進のための効果的なツールとして全国で広く
活用が期待される。 
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また、学校主体の改善活動の実施は、教育改革の最中にあり新しい方針や改訂された教授法のマ

ニュアルが十分に消化されないまま山積みにされた学校現場に具体的な活動を促し、行動を促すも

のであり、教育省の政策に適合するだけでなく、学校現場にいる受益者（教員、保護者、地域コミュ

ニティ、子ども達）のニーズに直接応えるものである。 
以上の点から、本プロジェクトの実施は妥当であるといえる。 

 

（２）有効性 
学校レベルの主体的な改善活動により学校に対する保護者や地域の意識が向上し、子ども達の出

席率や学習意欲、成績向上といった効果が生まれることは、開発調査のパイロットプロジェクトで

すでに証明されている。 
本プロジェクトは、地方教育行政官による学校運営の指導・モニタリングにかかるシステムを確

立、定着させることを主たる目的としている。従って、まず地方教育事務所自体に改善活動を導入

し、行政官の執務効率を上げ、能力向上をはかるとともに、地方教育行政官自身が改善活動を実践

する。次に、対象校への教育改善活動の導入やモニタリングを本邦専門家らの支援を受けながら行

い、同活動の普及手法や効果的なモニタリング技術を身につける。このような技術を身につけた行

政官のファシリテーションにより、学校主体の教育改善活動をゾーン内の 30校に広げ、学校間の自
主的な情報共有による水平的な活動普及の体制を整える。このように行政のメカニズムによる普及

体制と、学校レベルの相互的な普及体制を整え、縦と横両方からの普及体制を確立することにより、

プロジェクトの目標は達成される。 
 
（３）効率性 
開発調査の実績があり、理数科教育のためのモデル実験や、5Sの紹介リーフレットなど、活用で
きる教材が既にあり、さらに同調査のパイロットプロジェクトで一緒に活動を行ったローカルコン

サルタントなども育っているため、既存のリソースや現地リソースを十分に活用し、新たに大規模

な投入を行わずに、効率的な協力ができると判断される。 
また、3州 5ゾーン内の合計 150校への普及に当たっては、地方行政メカニズムを通した上からの
アプローチのみならず、対象校同士が相互に技術交換をし、教えあう活動を効果的に取り入れ、学

校レベルでのサポート体制も整備し、上からと下からの両方からの効率的な普及体制を実現する見

込みである。 
  
（４）インパクト 
本プロジェクトは全国でも最も貧困度が高く、教育水準も低いゾーンを対象に含めており、対象

校選定の際にも、小規模校や遠隔地の学校を優先することなどから、上位目標 1．に掲げた「対象ゾー
ン内の教育の質向上および教育の地域間格差の是正」については達成見込みが高いといえる。 
また、対象ゾーン内で改善活動を持続的に普及する制度が確立、定着した場合、ゾーンにおける

行政官の配置や組織構造は殆ど同じであり、機材や施設への多額の投資が必要ではないことから、

本プロジェクト手法の非対象ゾーンへの普及は難しくないと考えられ、上位目標 2.に掲げた改善活
動の非対象ゾーンへの普及についても達成見込みは高いといえる。 
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（５）自立発展性 
本プロジェクトはパイロットプロジェクトで高い効果を挙げた手法の普及と定着をはかるもので

あり、プロジェクトそのものが自立発展性を目的としており、自立発展性は高いと判断される。ま

た、開発調査時のパイロット校では調査終了後も殆どの学校で自発的に活動を継続している。つま

り、いったん学校で教育改善活動が定着した場合、その後、外部からの頻繁なモニタリングや特別

な支援を受けずとも学校レベルでは活動が継続されることを示している。従って、行政システムを

活用した普及制度の確立と、学校主体の自発的な活動の継続の両面から自立発展性が強化され、本

プロジェクトの活動は持続的に実施されると考える。 
 

２－３ 実施に当たっての留意点 
 
（１）中央教育省、州政府、州教育省のイニシアチブについて 
本プロジェクトは ZEOの能力強化を通した学校運営の改善を目的としており、活動の主体は ZEO
及び学校となる。しかし、プロジェクトの制度的定着、対象地域外への普及、全国展開など、自立

発展性を担保するには、中央教育省、州政府、州教育省のイニシアチブは重要である。また、スリ

ランカでは教育の地方分権化により、州の教育予算はすべて州政府が掌握しているため、スリラン

カ側が負担するプロジェクト経費を確保するには州政府から承諾を得る必要がある。従って、プロ

ジェクト運営に当たっては中央教育省、州政府、州教育省をうまく取り込み、プロジェクトに積極

的に関与するよう配慮しなければならない。なお、プロジェクトでは中央教育省をメインカウンタ

ーパートとしてプロジェクトの R/D（Record of Discussion）を締結し、州政府とはスリランカ側が負
担すべき研修参加旅費やモニタリング交通費の確保を含めたプロジェクトに関するメモランダムを

交わすこととしている。スリランカ側負担のプロジェクト経費については、まだ予算の確保が実際

に行われたわけではなく、今後プロジェクトでフォローし、州政府及び州教育省と協議を重ね、確

認をしていく必要がある。特に 2008年度の学校活動経費についてはスリランカ負担として、中央教
育省とは合意しているものの、実際の予算を握る州政府から承諾が得られておらず、今後フォロー

が必要である。 
 
（２）学校間交流の促進 
本プロジェクトは ZEOの能力強化を通して学校運営改善を目指すものだが、教育改善活動におけ
る学校間の経験共有による効果は開発調査の経験からもきわめて大きいと思料される。したがって、

ゾーン教育事務所のイニシアティブによる教育改善活動の促進と、対象校同士、あるいは対象校が

近隣の非対象校に指導に行くなど、学校間で教えあうシステムを導入し、トップダウンとボトムアッ

プ両方からのアプローチを以って対象地域全体の底上げを図る。学校から学校へ普及するシステム

の構築により対象校外、対象ゾーン外への波及効果も期待され、プロジェクトの持続性にも寄与す

るものと考える。 
 
（３）ゾーン毎の特徴を考慮した実施体制の構築について 
今回対象地域の調査を実施した結果、州やゾーン毎に教育機関の体制や、業務所掌、地理的要件

などが異なることがわかった。また、対象 ZEOでは高いオーナーシップを持って臨む意欲を示すと
ころが多く、このような彼らのやる気は尊重すべきである。従って、ゾーン以下の細かな実施体制
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（モニタリングや対象校選定など）については、プロジェクトで最低限の基準を設けるほかは、ゾー

ンに決定権を与えることが有効であると考える。 
 

（４）既存の制度、マニュアル等の活用 
調査の結果、スリランカの教育現場では既存の制度がある程度機能しており、スリランカ教育省

や他ドナーによりマニュアルも数多く作成されているようである。したがって、本プロジェクトを

開始するにあたり、まずこのような既存の制度、マニュアルのレビューを十分に行い、既存のもの

を最大限活用した上でプロジェクトの効率化を図るべきである。特に Quality Input Fund11や、NIEの
作成している教材などは本プロジェクト内容に直接関わるものなので、十分に事前調査を行う必要

がある。 
 

（５）他ドナーとの協調 
世銀が 2006年の開始を目指し現在準備を進めている Education Sector Development Framework and 

Programme（ESDFP）の 4テーマの中のひとつには「教育サービスデリバリーの強化」というのがあ
り、これは地域住民の活発な参加により学校のセルフマネージメントを強化するとともに、分権化

した環境のなかでサービスを効率的に施すことができるように中央・州・ゾーンの教育関連機関の

能力強化をはかるというものである。同計画では各州 1ゾーンを選び、パイロットモデルをつくり、
その後、学校開発プログラムを全国レベルで策定するという手法が予定されている。この計画は本

プロジェクトとその目標や手法の一部を共有するものであり、重複や衝突を避けるため十分な留意

が必要であるが、現段階では世銀の同計画の詳細は未定である。そのため現在はプロジェクトの対

象地域の選定等の情報を共有するなどの方法で調整を図っており、今後も現地事務所を中心とした

頻繁な情報交換と調整が必要となる。 
また、JBIC も SIRUPII（小規模インフラ整備事業 II）を実施しており、津波で被害を受けた小学
校等の改修を進めている。加えてこの事業でソフトコンポーネントの支援も計画していることから、

時機を見て連携を検討すべきである。 
 
（６）理数科教育改善の質の確保 
本プロジェクトでは学校運営と理数科教科の 2 つの領域での改善活動に取り組む。学校運営改善
では現場のイニシアティブやアイデアが重要な鍵となる一方で、理数科教科の改善については教師

のやる気に加えて、適切な教科知識や教授法の知識が必要となる。したがって、本プロジェクトで

は、専門的なローカルリソース（NIE、ISA等）と理数科分野の日本人専門家（短期）を投入し、十
分な質をともなった理数科教科の改善が行なわれるように留意する。 
 
 

                                            
11 世銀が導入した制度で現在はスリランカ政府の予算で運用されている。毎年、年間教育予算の 4%が同ファンドに
割り当てられ、学校の運営資金として学校の生徒数に応じて算出され配賦される。ファンドの流れは次のとおり。
Finance Commission（大統領直轄の予算配分機関）→州政府→州教育省→州教育局→ZEO→学校 
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第３章 実施協議結果 

 

３－１ 協議概要 
プロジェクト計画ワークショップ等において、本プロジェクトに関するスリランカ側の投入計画

決定については、教育省のみならず、州立学校の予算を掌握している州政府と協議する必要がある

という指摘を受けて、事前調査後、さらにプロジェクトの詳細を詰めるため、州政府及び州政府教

育省と協議をおこなった。 
州政府及び州政府教育省に対し、プロジェクトの目標や計画を説明し、先方のプロジェクトへの

オーナーシップを高めるとともに、先方負担事項の確認をした。3州ともに、教育行政官のモニタリ
ング交通費については、積極的にこれをスリランカ側負担とする回答が多かったものの、第三年次

のパイロット活動経費の負担については困難であるとのことであった。来年度予算を決定する時期

にこのコミットメントを具体化するためのフォローが引き続き必要である。（詳細協議結果は付属資

料６コンサルタント詳細報告の 4.対象三州との協議結果を参照のこと） 
 

３－１－１ 北西部州 
当方より主にプロジェクトのモニタリング交通費についてはスリランカ側の負担としたい旨申し

入れたところ、州政府及び州政府教育省ともに、モニタリング交通費については州教育予算で確保

したいとの回答を得た。 
また、州政府教育省は、本プロジェクトで行うモニタリングについては、プロジェクトだから特

別に実施するという性質ものではなく、教育行政官の本来業務であるとの認識のもと、原則として

現在支給される交通費の範囲内で行われるべきであるとした。しかし、プロジェクトによってより

頻繁にモニタリングが必要となる場合、不足する交通費については、州政府予算で工面する旨合意

した。 
 
３－１－２ ウバ州 
同じく、モニタリング交通費についてスリランカ負担としたいと申し入れたところ、州政府、州

政府教育省ともに、前向きな回答を得た。 
既に 2006年度（スリランカ会計年度は 1月～12月）の予算は決まっているので、今から増額は困
難だが、教員研修費などを流用し、必要な交通費は捻出するとのことで合意した。 
また、ウバ州は、地理的条件が非常に厳しい地域でゾーン教育事務所からは交通費に加え交通手

段（車両やバイク）の提供についても申し入れがあり、その旨州政府に相談したところ、現時点で

回答はできないが、検討する旨回答があった。 
 
３－１－３ 北東部州 
北東部州政府は他州政府と異なり、州政府に徴税の権限がないため、独自の財源を持たない。従っ

て、プロジェクトのモニタリング交通費をスリランカ負担としたいという申し入れに対しても、オ

ーナーシップのためモニタリング交通費をスリランカ負担とする趣旨には賛同するものの、実際の

予算確保については回答を留保した。次年度予算編成の際にモニタリング交通費が確保できるよう

検討するとのことであった。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

付属資料 

 
１ 事前評価表 
２ 事前評価調査団 Minutes 
３ Record of Discussion 
４ 実施協議Minutes 
５ 州政府メモランダム（案） 
６ コンサルタント詳細報告 
（対象地域概要・各州の概要・教育環境・達成度に関するゾーン比較 
 ・PCMワークショップ結果・対象三州との協議結果） 
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